平成２５年３月２９日
特定相談支援事業所・障害者相談支援事業所における相談支援専門員の配置について
（１）兼務の可否について
　　以下の①から③のケースにおいて同時並行的に兼務をすることは認められるか。
　
（ケース①）指定一般相談支援事業所の業務との兼務
⇒　原則として業務に支障がない範囲といえるので、同時並行的に兼務可能。
（ケース②）地域生活支援事業の相談支援事業所（いわゆる委託相談支援事業所）の業務との兼務
⇒　①　委託契約の仕様書中、従業者に専従要件がある場合は、兼務不可。
　　②　専従要件がない場合は、業務に支障のない範囲で兼務可能。
（ケース③）居宅介護支援事業所における介護支援専門員の業務との兼務
⇒　業務に支障のない範囲において、同時並行的に兼務可能。
　　※　ただし兼務の状況によっては、居宅介護支援事業所における特定事業所加算の算定の可否が問題となる場合があるので、県の長寿介護課に確認すること。
（２）相談支援専門員以外の者の配置の可否について
相談支援専門員がいない時間帯において、相談支援専門員の資格のないその他の従業者を配置することで指定要件を満たすことができるか。
⇒　事業所の業務に支障がないと認められる場合は可能。すなわち、相談支援専門員以外の従業者も基本相談に応じることは可能であり、相談支援専門員と連携を取れていれば、必ずしもサービス提供時間帯において相談支援専門員を常に配置しておく必要はない。ただ、事業所の営業時間に比して相談支援専門員の従事時間が短い場合など、事業所として業務の遂行に支障をきたすと考えられる場合は認められない。
